
別紙様式第７号（第１１条関係）

財務（支）局長　殿

　 　　（郵便番号　　　　　　　）

届出者 住    所

電話番号 （　　　　）　　　　－

氏　　名

第８条第１項の規定により、届け出ます。

廃止等をした特定金融会社等の商号又は名称

該当事由発生年月日

届出者と特定金融会社等との関係

（記載上の注意）

　１．令第６条第１号、第４号又は第５号の規定により届け出る場合、法第４条第１項の登録申請

　　書又は法第７条第１項の規定による届出書に氏を改めた者においては、旧氏（住民基本台帳法

　　施行令（昭和42年政令第292号）第30条の13に規定する旧氏をいう。以下同じ。）及び名を併

　　せて記載された者については、これらの書類に記載された当該旧氏及び名を変更する旨を届け
　　出るまでの間、届出者の「氏名」欄に当該旧氏及び名を括弧書で併せて記載し、又は当該旧氏

　　及び名のみを記載することができる。
　２．令第６条第２号又は第３号の規定により届け出る場合、届出者の「氏名」欄には、氏を改め
　　た者においては、旧氏及び名を括弧書で併せて記載することができる。
　３．「該当事由」は、令第６条各号に規定する事項のうち、該当する事由の号の番号を記載する
　　こと。
　　　なお、同条第５号に該当する場合は、その理由を併せて記載すること。

（日本産業規格Ａ４）

　　　　　年　　月　　日

廃　　止　　等　　届　　出　　書

下記の事由に該当することとなりましたので、貸付業務のための社債の発行等に関する法律

登 録 番 号

該 当 事 由

記


